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建築設計業務委託特記仕様書 

Ⅰ  業務概要 

１．業務名称   （広島市民病院東棟１１階コージェネレーション設備更新計画検討業務） 

 

 ２．委託期間    契約締結の日から、令和３年３月３１日まで 

 

３．計画施設概要 

(1) 施 設 名 称 （ 広島市民病院                   ） 

(2) 敷地の場所  （ 中区基町                     ） 

(3) 施 設 用 途 （ 総合病院                     ） 

(4) 業 務 概 要 （ コージェネレーション設備の運用・更新費用の検討業務 ） 

４．設計与条件 

(1) 敷地の条件 

ａ．敷地の面積               （           18,079.38 ㎡ ） 

ｂ．用途地域及び地区の指定  （    商業・市街地区域・防火区域   ） 

(2) 施設の条件 

ａ．施設の延べ面積(計画面積)  （            76,472.69 ㎡  ） 

ｂ．主要構造         （              SRC造外             ） 

「総合耐震計画基準」（平成 8 年 10 月 24 日付け建設省営計発第 100 号）による、耐震

安全性の分類は次のとおりとする。 

1) 構造体          Ⅰ 類 

2) 建築非構造部材      Ａ 類 

3) 建築設備         甲 類 

(3) 建設の条件 

ａ．コージェネレーション設備又は自家発電設備 

ｂ．建設時期（未定） 

(4) 設計与条件の資料 

設計与条件については、次の資料による。 

・別紙による 

 

Ⅱ  業務仕様 

本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載されていない事項は、「建築設計業務委

託共通仕様書」（地方独立行政法人広島市立病院機構（以下「機構」という。）による。 

 

１．特記仕様書の適用  

特記仕様書に記載された特記事項の中で、○・印の付いたものを適用する。・印は適用しない。 

 

２．管理技術者の資格要件 

(1) 管理技術者の資格要件は次による。 

・建築士法（昭和 25年法律第 202号）による一級建築士 

・建築士法（昭和 25年法律第 202号）による建築設備士 

○・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による建築設備士または建築設備工事設計業務に

係る実務経験を 10年以上有する者 

(2) プロポーザル方式により業務を受注した場合は、技術提案書における総括責任者が、管

理技術者となる。 

 

３．照査技術者 

○・約款第１５条の照査技術者の配置は必要とし、資格要件は次による。 
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・建築士法（昭和 25年法律第 202号）による一級建築士 

○・建築士法（昭和 25年法律第 202号）による建築設備士 

     ・資格要件は不要 

   ・約款第１５条の照査技術者の配置は、不要とする。 

 

４．プロポーザル方式により業務を受注した場合の業務履行 

受注者は、プロポーザル方式により設計業務を受注した場合には、技術提案書により提案さ

れた履行体制により当該業務を履行する。 

 

５．設計業務の内容及び範囲 

(1) 一般業務の範囲 

ａ．基本設計    ・建築（総合）基本設計 

・建築（構造）基本設計 

○・電気設備基本設計 

・機械設備基本設計 

※基本設計の範囲： 

ｂ．実施設計    ・建築（総合）実施設計（設計意図の伝達業務を除く） 

・建築（構造）実施設計（設計意図の伝達業務を除く） 

・電気設備実施設計（設計意図の伝達業務を除く） 

・機械設備実施設計（設計意図の伝達業務を除く） 

ｃ．その他（上記「ｂ．実施設計」の過程で作成した資料を成果品として整理する。） 

・コスト縮減の検討 

実施設計時に、監督員と協議し、実施設計段階でのコスト縮減事項を工事ごとにと

りまとめ提出する。 

・仮設計画図の作成 

概略工事工程表に対応した仮設計画図を作成する。 

・アスベスト成形板等の図示 

監督員が指示する内容について、該当図にアスベスト含有材の使用範囲を図示する。 

・設計説明書の作成 

監督員が指示する内容について、設計説明書（各種技術資料とも）としてとりまと

める。 

・設計内容の意図伝達計画書 

工事監理業務の受注者等に対して、設計者として設計意図の伝達のために確認を要

する以下の内容に該当する施工図等を計画書としてとりまとめる。 

・設計図書では、特定の資機材メーカー等の指定にならないように仕様や性能を明 

記されているため、工事受注者等が資機材メーカー等を決定した後に、納まり等の 

設計内容を確認する必要がある施工図等。 

・意匠・構造等、設計上重要な内容で、施工の詳細が定まらなければ、設計意図の 

伝達を確認することができないような設計内容に関する施工図等。 

・監督員が必要と判断し、指示した施工図等。 

・官公署等申請書類資料作成業務 

・追加業務に示す以外の申請書類作成業務 

○・工事費概算書の作成 

概算数量を算出し工事費概算書を作成する。 

 

(2) 追加業務の内容及び範囲 

・建築積算業務     積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、単価の決定 

・電気設備積算業務  積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、単価の決定 

・機械設備積算業務  積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、単価の決定 
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・透視図作成〔種類（彩色）判の大きさ（Ａ３），枚数（３枚） 

                                 額の有無（有）及び材質（アルミ枠）〕 

・透視図の写真撮影〔カット枚数（１枚）判の大きさ（24×36以上）及び 

                                白黒・カラーの別（カラー）〕 

・ボリューム検討用模型製作〔景観検討用（縮尺:1/500）、 

ファサード検討用（縮尺:1/200）、主要材料（スチレン等）（提出不要）〕 

・完成型模型製作〔縮尺（1/300），主要材料（アクリル板等） 

                             ケースの有無（有）及び材質（アクリル板等）〕 

・模型の写真撮影〔カット枚数（４枚）、判の大きさ（サービスサイズ）及び 

                                白黒・カラーの別（カラー）〕 

・確認申請手続き業務 

・中高層建築物の届出書の作成及び申請手続業務 

・防災計画評定又は防災性能評定に関する資料の作成及び申請手続き業務 

・省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続き業務 

・建築物総合環境性能評価システム（CASBEE）による評価に係る業務 

・リサイクル計画書の作成 

○・概略工事工程表の作成 

・営繕事業広報ポスターの作成 

・建築物の利用に関する説明書の作成 

・住民説明等に必要な資料の作成（法令等に基づくものを除く。） 

・日影図の作成 

・総合的な環境保全性に関する検討・評価資料の作成 

・設計意図の伝達に関する業務 

工事着手後、工事受注者による施工計画、施工状況を踏まえ、監督員の指示により、

監督職員等へ設計意図の伝達及び工事受注者からの設計図書に対する疑義等の協議

を行うものとする。また、必要に応じて説明図等を作成し、監督員に報告するものと

する。 

・アスベスト成形板等の分析 

今回の設計に基づく改修又は取壊し工事において、吹付けアスベスト、アスベスト

含有建材等がある場合には、監督員と協議を行い、その指示により、サンプル採取、

分析を行い報告書を作成する。なお、費用は見込んでいないので実費を変更追加する。 

    ・増築等における既存部分の構造検討 

・増築等における既存部分の熱源検討 

・消防局との協議 

    ・消防設置届等の手続き業務 

    ・内訳明細書の作成 

    ・電力会社との協議 

    ○・現場調査 

・医療法に基づく申請業務 

    ・放射線防護検討 

    ・施設管理者又は使用者等との調整（病院及び医療機器メーカーとの協議等） 

    ・現地調査及び改修にあたっての設計方針の提案（技術的見解での改修方法の提案等） 

・改修に伴う既設設備移設・再利用計画の検討（空調設備・電気設備・ケアユニット等） 

    ・病院所有既設図面データ修正更新（改修工事範囲） 

・省エネ効果の算定（改修工事範囲） 

 

６．業務の実施 

(1) 一般事項 

ａ．基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等によって行う。 
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ｂ．実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準等によって行う。 

ｃ．積算業務は、監督員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準等によって行う。 

ｄ．調査員の指示により、「設計説明書」に記入のうえ、監督員に提出する。 

 (2) 関連する別契約業務との調整 

受注者は関連する別契約業務がある場合は、設計内容の調整及び確認を行うとともに、

相互の業務に必要な図面又は資料（ＣＡＤデータ等の電子データを含む）を、必要な時期

に別契約業務の受注者に提供する。 

 (3) 打合せ及び記録 

打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、監督員に提出する。 

ａ．業務着手時 

ｂ．監督員又は管理技術者が必要と認めた時 

ｃ．その他（ 定例会議                           ） 

(4) 適用基準等 

特記なき場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部が制定又は監修したものの設計時点に

おける最新版とする。 

ａ．共  通                

○・官庁施設の基本的性能基準             

○・官庁施設の総合耐震計画基準        

○・官庁施設の総合耐震診断・改修基準      

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

○・グリーン庁舎基準及び同解説（官庁施設の環境保全性に関する基準及び同解説）                     

○・グリーン診断・改修計画基準及び同解説  

○・省エネルギー建築設計指針                          

○・建築設計基準                  

○・公共建築工事積算基準            

○・公共建築工事共通費積算基準       

○・公共建築工事標準単価積算基準     

・公共住宅建設工事共通仕様書 

・部品及び機器の品質・性能基準（公共住宅建設工事共通仕様書別冊） 

・建築物解体工事共通仕様書               

・広島市公共施設福祉環境整備要綱の手引き（広島市社会局）     ・貸与 

    ・公共施設バリアフリーデザインマニュアル（広島市社会局）     ・貸与 

    ・排水設備の手引き（広島市下水道局）               ・貸与 

・広島市有建築物の耐震性向上対策ガイドライン（広島市都市計画局建築部） ・貸与 

・広島市電子納品の手引（広島市都市整備局） 

○・市有建築物省エネ仕様（広島市都市整備局） 

ｂ．建  築 

・建築工事設計図書作成基準              

・敷地調査共通仕様書                   

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）  

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

・建築構造設計基準               

・建築鉄骨設計基準            

・建築工事標準詳細図                    

・擁壁設計標準図                        

・構内舗装・排水設計基準                

・建築工事標準図（広島市都市計画局建築部営繕課）         ・貸与 

    ・広島市総合サイン計画サインデザインマニュアル（広島市都市計画局）  ・貸与 

        ・案内表示板整備改善マニュアル（広島市総務局）                   ・貸与 
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ｃ．建築積算 

・公共建築数量積算基準                

・公共建築工事内訳書標準書式           

・建築工事内訳書作成要領（建築工事編）  

・公共建築見積標準書式集（建築工事編）  

・公共建築改修工事の積算マニュアル    

・建築工事積算マニュアル（広島市）                ・貸与 

ｄ．設  備 

○・建築設備計画基準              

○・建築設備設計基準                     

○・建築設備工事設計図書作成基準                

○・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

○・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

○・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 

○・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

○・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

○・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・排水再利用・雨水利用システム計画基準                            

○・建築設備耐震設計・施工指針（国土交通省国土技術政策総合研究所）   

○・建築設備設計計算書作成の手引                        

・業務用ガス機器の設置基準及び実務指針（経済産業省） 

○・ガス機器の設置基準及び実務指針（経済産業省） 

○・機械設備工事機材標準図（広島市）                ・貸与 

・給水装置等の設計施工事務取扱要綱（広島市水道局）        ・貸与 

○・病院設備設計ガイドライン（一般社団法人医療福祉設備協会） 

ｅ．設備積算 

○・公共建築設備数量積算基準            

○・公共建築設備工事内訳書標準書式        

○・公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 

○・建築工事内訳書作成要領（設備工事編）              

○・機械設備工事積算マニュアル（広島市）               ・貸与 

○・電気設備工事積算マニュアル（広島市）               ・貸与 

 

(5) 資料の貸与及び返却 

貸 与 資 料 摘 要 

適用基準等のうち、・貸与に◎印の付いたもの 

○・既存図 

 

・貸与 

 

(6) 設計ＶＥ   

・ 本業務は設計ＶＥ対象業務とする。 

施設の機能向上及びコスト縮減により最適な価値を確保するため設計ＶＥを実施する。 

尚、ＶＥ審査用の説明資料等の提出期日については、監督員が指示するので、これを厳

守すること。また、このＶＥ審査の結果については、基本設計に十分反映するものとする。 

 

(7) 電子納品（基本設計業務は対象外とする。） 

○・ 本業務は、電子納品対象業務とする。 

a. 電子納品とは、調査、設計、工事などの各業務段階の成果品を電子データで納品するこ

とをいう。 



（19-05） 

6 

b. 業務の着手前に必ず監督員と電子納品について事前協議を行うこと。 

c. 電子納品の対象書類等は事前協議で決定する。 

d. 成果品は、「要領等」に基づいて作成した電子データを電子媒体（CD-Rを原則とする）

で 2部提出する。 

e. 電子媒体提出の際には、エラーがないことを確認した後、ウィルス対策ソフトによるチ

ェックを実施したうえで提出すること。 

f. 成果品として提出された電子データは、当該施設に係る工事の受注者に貸与し、当該工

事における施工図及び当該施設の完成図などの作成に使用する等、広島市立病院機構委託

契約約款（建築設計業務用）の規定の範囲内で利用することがある。 

 

(8) 新技術・新工法 

・ 本業務は、新技術・新工法の検討対象業務とする。 

a. 基本設計時 

   本業務の実施に当っては、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用し、新技

術・新工法の採用について検討を行うこと。 

   採用に係る評価基準は、監督員から別途指示を受けること。 

b. 実施設計時（基本設計で検討している場合） 

   本業務の実施に当っては、基本設計で提案された新技術・新工法について、照査、現

場での適合性及び活用効果の再確認を行うこと。 

当該技術・工法について、構造計算等による安全の確認が必要な場合は、適切に行う

こと。 

基本設計で提案された新技術・新工法が、不適切と判断された場合は、改めて新技術

情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用し、新技術・新工法と従来工法の比較検討を

行うこと。 

   採用に係る評価基準は、監督員から別途指示を受けること。 

c. 実施設計時（基本設計がない場合又は基本設計で検討していない場合） 

   本業務の実施に当っては、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用し、新技

術・新工法の採用について検討を行うこと。 

   採用に係る評価基準は、監督員から別途指示を受けること。  

 

(9) 市有建築物省エネ仕様 

○・ 本業務は、市有建築物省エネ仕様（平成 21年 4月制定）の検討対象業務とする。 

a. 基本設計時 

省エネ導入項目について、概算費用、省エネ効果等による採用の検討を行うこと。 

採用に係る基準等は、監督員から別途指示を受けること。 

b. 実施設計時（基本設計で検討している場合） 

基本設計で提案された省エネ導入項目について、概算費用、省エネ効果等の再確認を

行うこと。 

c. 実施設計時（基本設計がない場合） 

省エネ導入項目について、概算費用、省エネ効果等による採用の検討を行うこと。ま

た、CASBEE広島を利用した検討を行うこと。 

採用に係る基準等は、監督員から別途指示を受けること。 
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(10) 業務設計内容 

設計の対象となる種目は次のとおりである。 

区分 種 目 種 目 概 要 

電気 

機械 

 

コージェネレーションシステム設備

更新検討業務 

 

１ コージェネレーション設備の現

状及び更新経費の検討 

(1) イニシャルコストの検討 

① 更新時期及び更新費用 

② 更新での既存機器撤去及び 

新設機器搬入での作業方法検 

討 

(2) ランニングコスト検討 

① 保守管理費用(更新時期まで 

及び更新後の年度ごと) 

② ピークカットによる電気料 

金削減(都市ガス使用料含む) 

③ 廃熱ﾎﾞｲﾗｰ利用による削減経 

 費 

 

２ 現状及び更新する場合の効率的

な運用方針及び設備改善提案 

 (非常用発電機の機能のみとするこ

とを含む) 

 

コージェネレーション設備廃止に伴

う代替え案の検討業務 

 

１ コージェネレーション設備廃止

に伴う自家発電設備の整備に係る

経費の検討 

(1) イニシャルコストの検討 

① 非常用発電機新設費用 

② 既存コージェネレーション 

設備撤去費用 

③ 非常用発電機新設時の仮設 

費用 

  ④ 新設での設置場所及び新設

機器搬入での作業方法検討 

(2) ランニングコストの検討 

  ① 電気料金増加分及び都市ガ 

ス料金増加分(年度毎) 

  ② 非常用発電機設置後の保守 

管理費用(更新時期まで及び更 

新後の年度ごと) 

上記検討の比較検討書策定業務 

 

（工種ごと、工事ごとに工事概要を記入する） 
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７．成果物、提出部数等（○印のついたものを適用する） 

（１）基本設計 

成 果 物 原 図 複製判 
製本形態等(特記以外
は複製判Ａ３判二つ折り） 

 
ａ．建    築（意匠） 
・  建築（意匠）設計図 
    仕様概要表 
    仕上表 
    面積表及び求積図 
    敷地案内図 
    配置図 
    平面図（各階） 
    断面図 
    立面図（各面） 
    矩計図（主要部詳細） 
・  基本設計説明書 
・  
・                       
 

 
 
各１部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部 
各１部 

 
 
  部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  部 
  部 

 
           
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  Ａ４判 
  Ａ４判 

 
ｂ．建  築（構造） 
・  構造計画概要書（基本構造計画案含む） 
・  仕様概要書 
・  工事費概算書 
・ 
                      

 
 
各１部 
各１部 
各１部 

 
 
  部 
  部 
  部 

 
           
  Ａ４判 
  Ａ４判 
  Ａ４判 

 
ｃ．電気設備 
・  電力設備計画概要書 
・ 通信設備計画概要書 
・ 昇降機設備計画概要書 
・  仕様概要書 
・   
・ 
                      

 
 
各１部 
各１部 
各１部 
各１部 
各１部 

 
 
  部 
   部 
  部 

部 
  部 

 
           
  Ａ４判 
  Ａ４判 
Ａ４判 

  Ａ４判 
  Ａ４判 

 
ｄ．機械設備 
・  空気調和設備計画概要書 
・  給排水衛生設備計画概要書 
・  仕様概要書 
・   
・ 
                       

 
 
各１部 
各１部 
各１部 
各１部 

 
 
  部 
  部 
  部 
  部 

 
           
  Ａ４判 
  Ａ４判 
  Ａ４判 
  Ａ４判 

 
ｅ．その他 
・ 日影図 
・ 透視図 
・ 模型 
・ 模型の写真 
・ リサイクル計画書 
○・ 基本設計説明書 
○・ 工事費概算書 
 

 
 
各１部 
各１部 

 
各１部 
各１部 
各１部 

 

 
 
 
 
 
 
  部 

部 
   

 
           
           
 
 
           
  Ａ４判 
  Ａ４判 
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成 果 物 原 図 複製判 
製本形態等(特記以外
は複製判Ａ３判二つ折り） 

 
ｆ．資    料 
・  各種技術資料 
・  各記録書 
・  
                         

 
 
 一 式 
 一 式 

 
 
  部 
  部 

 
           
   
         
           

 

（注）１．建築（構造）の成果物は、建築（意匠）基本設計の成果物の中に含めることもできる。 

（構造計算書は合本不可とする。） 

２．電気設備及び機械設備の成果物は、建築（意匠）基本設計の成果物の中に含めることも

できる。 

３．建築（意匠）設計図は、適宜、追加してもよい。 

４．成果物のとりまとめ方法は、監督員の指示による。 
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（２）実施設計 

成 果 物 原 図 複製判 
製本形態等(特記以外
は複製判Ａ３判二つ折り） 

 
ａ．建築（意匠） 
・  建築（意匠）設計図 
    特記仕様書 
    仕様概要表 
      工事区分表 
    仕上表 
   面積表及び求積図 
    敷地案内図 
    配置図 
    平面図（各階） 
    断面図 
    立面図（各面） 
    矩計図 
    展開図 
    天井伏図 
    平面詳細図 
   断面詳細図 
    部分詳細図 
    建具表 
    外構図 
   植栽図 
・ 既設施設取りこわし図 
・ 確認申請図書 
・ 消防計画書 
・ 都市美協議書 
・ 中高層建築物協議書 
・ 中高層建築物条例標識 
・ 排水設備計画協議書（雨水排水設備） 
・ 仮設計画図 

 
 
各１部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部 
各 部 
各 部 
各 部 
各 部 
一 式 
各 部 
各１部 

 
 
 ２部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   部 
 ２部 
２部 
２部 
２部 
 
部 

２部 

          
  
 
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
  
  
Ａ４判 
Ａ４判 
Ａ４判 
Ａ４判 
 
Ａ４判 
Ａ４判 

 
ｂ．建築（構造） 
・  建築（構造）設計図 
   伏図 
   軸組図 
   各部断面図 
   標準詳細図 
   各部詳細図 
   仕様書 
・  構造計算書 
・ 性能評価時提出副本（追加検討等資料共） 
・ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
各１部 

 
 
 
 
 
 
各１部 
各１部 

 
 
 ２部 
 
 
 
 
 
 
 ２部 
   部 
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成 果 物 原 図 複製判 
製本形態等(特記以外
は複製判Ａ３判二つ折り） 

 
ｃ．電気設備 
・  電気設備設計図 
    特記仕様書 
      工事区分表 
    敷地案内図 
    配置図 
    電灯設備図（系統図共） 
    動力設備図（系統図共） 
   雷保護設備図 
   受変電設備図 
   静止形電源設備図 
   発電設備図 
   構内情報通信網設備図 
   構内交換設備図 
   情報表示設備図 
   拡声設備図 
   誘導支援設備図 
    テレビ共同受信設備図 
      監視カメラ設備図 
   防犯・入退室管理設備図 
   火災報知設備図 
      中央監視制御設備 
   構内配電線路図 
    構内通信線路図 
   撤去図 
・  昇降機設備設計図 
      特記仕様書 
      工事区分表 
    昇降機設備図 
   撤去図 
・ 電気設備設計計算書 
・ 昇降機設備設計計算書 
・  確認申請図書 
・ 中高層建築物の届出書 
・ 消防設備計画書          
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
 

 
 
各１部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部 

 
 
 
 
各１部 
各１部 
各 部 
各 部 
各 部 
 

 
 
 ２部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  部 
 
 
 
 
２部 

  部 
 ２部 
 ２部 
 ２部 
   
 

 
           
   
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
  Ａ４判 
  Ａ４判 
Ａ４判 
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成 果 物 原 図 複製判 
製本形態等(特記以外
は複製判Ａ３判二つ折り） 

 
ｄ．機械設備 
・  空気調和設備設計図 
    特記仕様書 
      工事区分表 
    敷地案内図 
    配置図 
    機器表 
    空気調和設備図 
   換気設備図 
   排煙設備図 
   自動制御設備図 
      屋外設備図 
   撤去図 
・  給排水衛生設備設計図 
      特記仕様書 
      工事区分表 
    敷地案内図 
    配置図 
    機器表 
    衛生器具設備図 
    給水設備図 
    排水設備図 
    給湯設備図 
      消火設備図 
    ガス設備図 
      厨房設備図 
    浄化槽設備図 

屋外設備図 
   撤去図 
・  空気調和設備設計計算書 
・  給排水衛生設備設計計算書 
・  確認申請図書等 
・ 中高層建築物の届出書 
・ 排水設備計画書（汚水排水設備） 
・ 給水装置工事設計協議書 
・  消防設備計画書（電気設備に含む） 
・ 
・ 
 

 
 
各１部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部 
各１部 
各１部 
各１部 
各 部 
各 部 
各 部 

 
 
 ２部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ２部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
２部 

  部 
 ２部 
 ２部 
 ２部 
 ２部 

 
           
  
           
           
           
           
           
           
           
           
           
  
 
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
 
           
 
                     
 

  
  Ａ４判 
  Ａ４判 
Ａ４判 
Ａ４判 

 

 
e．積算 
・ 工事積算数量算出書 
・ 工事積算数量調書 
・ 工事積算単価算出書 
（見積りを徴収する場合は３社以上、及び見
積り一覧表並びに見積り検討資料） 

・ 
・ 
・ 
 

 
 
各１部 
各１部 
各１部 
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成 果 物 原 図 複製判 
製本形態等(特記以外
は複製判Ａ３判二つ折り） 

 
ｆ．そ の 他 
・ 日影図 
・  透視図 
・  模型 
・  防災計画書 
・  省エネルギー関係計算書（申請書共） 
・ コスト縮減検討書 
・ リサイクル計画書 
・ 設計説明書 
○・  概略工事工程表 
・ アスベスト成形板等調査表 
・ 設計内容の意図伝達計画書 
・ テレビ電波受信状況調査報告 

（一般電界強度測定及び画像評価） 
・ テレビ電波受信障害範囲予想図 
・  医療法申請に必要な添付図書 
・ 設計図書製本 
・ 工事中における安全上の設置等に関する 

計画の届出（建築基準法第90条の３） 
・ 改修手順書 
・ 契約用製本 
・ 入札用図書 
・ 放射線遮蔽能力計算書 
・ 放射線防護扉の放射線遮蔽仕様書 

 
 
各１部 
各１部 

 
各１部 
各１部 
各１部 
各１部 
各１部 
各１部 

   １部 
   １部 
 各１部 
 
 各１部 
各１部 
各１部 
各１部 
 
各１部 
各１部 
一 式 
各１部 
各１部 

 
 
  
 
 
  部 
   部 
  部 
  部 
  部 
  部 
   部 
   部 
  部 
 
  部 
  部 
  部 

          
 
  
 ５．による 
           
  Ａ４判 
  Ａ４判 
  Ａ４判 
  Ａ４判 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  Ａ４判 
 
  Ａ４判 
  Ａ４判 

 
ｇ．資    料 
○・  各種技術資料 
・ 構造計算データ 
○・  各記録書 
・ 建築工事積算チェックリスト 
・ 建築工事積算チェックシート 
・ 電気工事積算チェックシート 
・ 機械工事積算チェックシート 
○・ 現地調査写真 
○・ ＣＡＤデータ                                

 
 
 一 式 
 一 式 
 一 式 
  
  
  
  
一 式 
一 式 

 
 
  部 
  部 
  部 

           
 
   

 

（注）１．建築（構造）の成果物は、建築（意匠）実施設計の成果物の中に含めることもできる。 

（構造計算書は合本不可とする。） 

２．設計図は、適宜、追加してもよい。 

３．成果物のとりまとめ方法は、監督員の指示による。 

４．設計図の成果物は、業務にあわせて作成のこと。 

５．設計図の提出は、CADデータ（JW-CAD及び AUTO-CADで閲覧が可能なこと）及び PDFデー

タ（A3サイズ、解像度 300～400dpi程度）とする。 

 

(3) 設計原図の材質等 

ａ．設計原図の材質         ・上質紙 

ｂ．設計原図の大きさ        ・Ａ１判   ・Ａ２判   ○・Ａ３判 

                  （提出サイズは監督員と協議とする） 
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８．積算根拠（基準・単価） 

(1) 本業務の積算は、「官庁施設の設計業務等積算基準」及び「官庁施設の設計業務等積算要領」

（いずれも国土交通省大臣官房官庁営繕部）に準拠している。 

(2) 令和 2年 3月以降の単価により委託費を算出している。 




